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グループホームにおける食材料費の取扱い等について 

 

 日頃は、共同生活援助の適切な運営に御協力をいただきありがとうございます。 

 すでに報道されているとおり、障がい者向けグループホームを全国展開する運営会社が、利用者から

食材料費を過大徴収するという問題が発生しています。 

 これを受け、厚生労働省から別添のとおり事務連絡が発出されましたので、本通知のとおり、あらた

めて下記の点に十分留意いただき適切な事業運営を行っていただくようお願いします。 

なお、今後、大阪府が実施する食材料費等（食材料費、光熱水費、日用品費）の徴収等の調査及び実

地指導にあたっては、ご協力をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 食材料費の徴収についての規定 

○ グループホームについては、「大阪府指定障害福祉サービス事業者の指定並びに指定障害福祉サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」により、利用者から食材料費を徴

収できる旨を規定するとともに、あらかじめ、サービス（食事等）の内容や費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければならないこと、運営規程に利用者から徴収する食材料費の額を定め

なければならないこととしています。 

○ 利用者から徴収した食材料費について、利用者の食事のために適切に支出しないまま、残額を他

の費目に流用することや事業者の収益とすることについては、府の定める指定基準に違反するもの

となります。 

○ 食材料費の不適切な徴収は、いわゆる障害者虐待防止法の第２条第７項に規定する「障害者福祉

施設従事者等による障害者虐待」のうち、「経済的虐待」（同項第５号）にも該当する可能性があり

ます。 
 

２ 引き続き留意いただきたい事項 

○ 食材料費として徴収した額は、適切に管理するともに、結果としてあらかじめ徴収した食材料費

の額に残額が生じた場合には、精算して利用者に残額を返還することや、当該事業所の利用者の今

後の食材料費として適切に支出する等により、適正に取り扱う必要があります。 

○ 食材料費の額やサービスの内容は、サービス利用開始時及びその変更時において利用者に説明し、

同意を得るとともに、食材料費の収支について利用者から求められた場合に適切に説明を行う必要

があります。 

○ 食材料費のほか、光熱水費及び日用品費についても、同様の対応をお願いいたします。 

（連絡先） 
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